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平成２０年度川崎市市場公募債の発行計画と引受シンジケート団について 

 
川崎市では、市が公園、道路、学校、文化施設など身近な公共施設の整備のために必要

となる資金の一部を借り入れるため、定期的に市場公募債を発行しておりますが、この市

場公募債の引受販売を行う平成２０年度の引受シンジケート団と平成２０年度の発行計画

が決まりましたのでお知らせいたします。 
ＩＲ説明会などを通じて、市民の皆様が市債を身近なものとしていただくともに、市政

への参画意識の高揚を図り、「誰もがいきいきと心豊かに暮らせる持続可能な市民都市かわ

さき」をめざして今後とも取組んでまいります。 
 
１ 平成２０年度川崎市市場公募債の発行計画について 

平成２０年度の市場公募債の発行総額は１,１００億円（対前年度３０億円の増）、そ

の内訳としましては、５年公募債３５０億円、１０年公募債１００億円、２０年公募債

２００億円、２０年若しくは３０年債１００億円を発行するほか、昨年度に引き続きま

して本市を含む全国３０団体の連名で発行する共同発行市場公募地方債（償還期間１０

年）に３５０億円参加する予定でおります。 
なお、利率、発行価格などの発行条件や募集期間などの詳細は、決定次第、「市政だよ

り」、市のホームページなどでお知らせします。 
 
■償還年限の多様化 
 従来の５年、１０年に加えて、平成１９年度に引き続き２０年又は３０年債の超長期

債を発行することにより、金利変動リスクの抑制を図ります。 
 
■発行額の平準化 
 金利変動リスクを抑制するために、中期（５年）、長期（１０年）超長期（１０年超）

を概ね３分の１ずつ発行するとともに、年間を通じての平準発行にも留意した発行計画

としています。 
 

 
※なお、平成２０年度には住民参加型市場公募地方債の発行はございません。 
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［平成２０年度市場公募債発行計画（全会計当初予算ベース）］ 

（単位：億円）

発行年限 20年 21年

構成比 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

全国型市場公募地方債 ５年 350 100 150 100

全国型市場公募地方債 １０年 100 100

全国型市場公募地方債
（年間スポット発行分）

２０年 100 100

全国型市場公募地方債 ２０年 100 100

全国型市場公募地方債 ２０年又は３０年 100 100

750 200 150 100 100 100 100

１０年 350 50 50 50 50 50 50 50

1,100 50 50 200 50 50 150 100 100 50 100 50 50 100
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２ 平成２０年度引受シンジケート団について（平成２０年４月１日から適用） 

 
■シ団見直しに関する基本的な考え方 
(1) シ団メンバー・引受シェアについて、シェア可変型のプレマーケティング状況など

により見直し、入替えを進めるとともに、幹事権限を強化し機動的なサポート体制を

構築しつつ、シ団内の競争性を図りました。 

(2) 安定性、競争性、透明性の確保の観点から、発行年限ごとに、年間を通じた定量的

評価と定性的評価の客観的な基準を設け、５年債シ団及び１０年債シ団について見直

しました。 

 

■平成２０年度引受シンジケート団の構成 

(1) ５年債については、引受シ団は１９社で、うち幹事団が６社（代表幹事１社、副代

表幹事１社、幹事４社）、引受団が１３社の組成とし、１社が入れ替わりました。 

(2) １０年債については、引受シ団は２１社で、うち幹事団が６社（代表幹事１社、副

代表幹事１社、幹事４社）、引受団が１５社の組成とし、２社が入れ替わりました。  
 
 
 

【問い合わせ先】財政局財政部資金課 
電話 044-200-218７  Fax 044-200-3904 

23sikin@city.kawasaki.jp 



平成２０年４月１日から適用　単位：％、百万円　

副代表幹事 野村證券株式会社 13.0% 3.857% 1,350

日興シティグループ証券株式会社 12.0% 6.000% 2,100

株式会社みずほ銀行 8.0% 0.266% 93

みずほ証券株式会社 7.1%

大和証券エスエムビーシー株式会社 7.1% 0.497% 174

みずほインベスターズ証券株式会社 6.0% 0.914% 320

新光証券株式会社 4.8% 0.480% 168

三菱ＵＦＪ証券株式会社 4.0% 0.360% 126

川崎信用金庫 2.9% 1.420% 497

ゴールドマン・サックス証券株式会社 2.6%

クレディ・スイス証券株式会社 2.6%

岡三証券株式会社 1.8% 0.377% 132

幹事候補 株式会社三菱東京UFJ銀行 1.7% 0.066% 23

* 株式会社りそな銀行 1.4% 0.131% 46

株式会社三井住友銀行 1.4% 0.391% 137

モルガン・スタンレー証券株式会社 1.4%

セレサ川崎農業協同組合 1.1% 1.060% 371

丸三証券株式会社 1.1% 0.289% 101

合　計 100.0% 24.108% 8,438

（注）＊は平成２０年度新規加入

銀行等 36.5%

証券会社 63.5%

銀行等 7社

証券会社 12社

合計 19社

うち個人販売計画

株式会社横浜銀行 20.0% 8.000% 2,800
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平成２０年４月１日から適用　単位：％　

副代表幹事 野村證券株式会社 11.0%

株式会社みずほ銀行 10.0%

日興シティグループ証券株式会社 9.0%

大和証券エスエムビーシー株式会社 9.0%

みずほ証券株式会社 6.0%

新光証券株式会社 4.5%

株式会社三菱東京UFJ銀行 4.2%

三菱ＵＦＪ証券株式会社 3.1%

みずほインベスターズ証券株式会社 3.1%

ゴールドマン・サックス証券株式会社 3.0%

株式会社三井住友銀行 2.4%

岡三証券株式会社 2.3%

幹事候補 ドイツ証券株式会社 2.2%

川崎信用金庫 2.0%

クレディ・スイス証券株式会社 2.0%

メリルリンチ日本証券株式会社 2.0%

モルガン・スタンレー証券株式会社 1.2%

* 株式会社みずほコーポレート銀行 1.0%

丸三証券株式会社 1.0%

* リーマン・ブラザーズ証券株式会社 1.0%

合　計 100.0%

（注）＊は平成２０年度新規加入

銀行等 39.6%

証券会社 60.4%
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合計 21社
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１０年　市場公募債　シンジケート団引受率
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